








































































プ教育が必修科目となった。初等教育段階（ 5 -11 歳）まではシティズンシッ
プ教育として独立した科目はないが，PSHE 教育（人格・社会性・保健教育； 











































































教育が行われている。そのため小学 1 年生から 6 年生のあとは 7・8・9 年生と
呼ぶ。





た標準授業時数を計算すると，1 年生から 4 年生が平均週 3 時間，5 年生から 9




する資質と能力の全体像については表 2 と表 3 を見てほしい。まず市民科にお





況に応じて判断するために必要」（若月・吉村ほか 2008: 95）なのが表 3 で示す
















とえば経済産業省 2006; 嶺井編 2007）。しかし若月によれば，市民科の目標は
「単に小市民的なシチズンシップ・エデュケーションという視点ではなく，国際
社会に生きるために必要な能力の育成」（若月 2009: 3）であるという。ここで
表 2　市民科で教える 7 つの資質


















































































































































































































































































































































































































 2 正式名称は “Education for citizenship and the teaching of democracy in schools”（『学
校におけるシティズンシップの指導と民主主義の教育』）である。
 3 市民科も含め，現在，品川区立の学校は学習指導要領の移行期間中である。本研究で
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